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不正を生まないために：
正しい行動を促す組織文化とは

金融業界において、従業
員の革新的かつ倫理的な
行動を促すには、負ける
ことに恐れを感じさせる
環境よりも、勝つことに
喜びを感じる機会や環境
を創ることが重要です。

本稿は、2015 年 6 月に
実施した PwC とロンドン
ビジネススクールによる
共同調査結果をもとに作
成しています。
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金融業界の行き過ぎた成果主義人事制度は、従業員に
多大なストレスを与える。その結果、規制当局や市場
の信頼を裏切るような、倫理に反する行為を生み出す
であろう。罰金や懲役を科したり、補助金を取り消す
ことでは、不適切販売や市場操作のスキャンダルを防
ぐことはできない。

不安は人の判断能力を鈍らせ、倫理に反する行為に走
らせる。

これは、PwCとロンドンビジネススクールとの調査結果により明らかとなっ
たことである。また、企業が従業員の競争意欲を生み出すことに注力できれ
ば、より革新的な行動を促すことにつながることも本調査により明らかとなっ
ている。金融危機以降、金融業界につきまとう悪いニュースやネガティブな記
事を絶つことができる手掛かりが、本調査結果にあると考えている。

•	 コミュニケーションを変化させることで、規制当局が違反行為への制裁を
明確にし、金融業界や個々のビジネスで、よりポジティブな雰囲気を作り
出すことができる。

•	 リーダーは違反行為に対する罰則よりも、良い行動によるポジティブな成
果にスポットライトを当てることで、重要な役割を果たすことができる。

•	 採用と報酬はポジティブな競争文化を助長することができる。

•	 マネジメント情報システムの位置づけを変えることで、企業がイノベー
ションや創造力を促進すると同時に、違反行為の兆候を突き止めることが
できる。

民衆は情熱から蜂起するので
はなく、苦痛の焦慮から反旗
をひるがえす
Edmund Burke (1729‑1797), writer, 
philosopher and statesman
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調査概要／結果

あなたはペナルティーを避けたいタイプなのか？それ
とも、報酬を獲得したいタイプなのか？
事業年度末を迎えていると想像してみよう。同僚よりおく
れを取っているあなたはもっと頑張らなければ、満足でき
る賞与を獲得できない。この状況は、あなたの気持ちにど
のような影響を与えるのだろうか？もしかすると、自身の
利益の最大化のために、クライアントに本来投資させるべ
きでない案件に無理やり投資させるかもしれない。

また、「成果を上げられなければボー
ナスを失う」よりも、「大きな成果を
上げればより高額なボーナスを手に入
れられる」と伝えられたとする。一見
して大きな違いはないものの、伝え方
を変えるだけで、人の気持ちや行動に
多大な影響を与えるだろう。

競争に対し、人はどのように感じるの
だろうか？
PwC はロンドンビジネススクール

とともに、保険、資産管理、銀行業（個
人向けと法人向け）で活躍する 2,431
名のマネジャーを対象に、賞与、昇給、
昇進に関して、同僚との競争における
影響調査を行った。

集まったマネジャーを 2グループ
に分け、損失回避タイプのマネジャー
と報酬獲得タイプのマネジャーという
観点で説明を行った。2つの異なる観
点の説明を受けた各グループのマネ
ジャーに不安や興奮といった気持ちの
変化、そして次に起こりうる行動につ
いて質問した。彼らが選んだ選択肢に
新しいやり方で作業を進めるといった
独自的な対処行動もあれば、クライア
ントを利用して銀行の利益を最大化す
るような不正もあった。

さらに、PwC は彼らの勤務先の人
事制度（評価、賞与、表彰、昇格、解
雇）について質問した。その次に、彼
ら自身の報酬、同僚との競争関係に対
する考えについて質問した。対象者に
率直に回答してもらえるように、匿名
方式で調査を行った。
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人々は損失を回避する際に、どのような
行動を取るのだろうか。 

失敗しそうな状況の説明を受けたマネジャー
に対し、成功が強調されたマネジャーの方が、
不安や焦りより、モチベーションが上がる傾
向にある。また、通常よりも 2倍のイノベー
ティブな行動につながることがわかった。

私たちが潜在的な損失の状況を説明した場合、 
マネジャーは、 

モチベーションが上がる
よりも、不安や焦りが

15%
高くなる

>2x
彼らが非倫理的な行
動につながる可能性
は、通常よりも 2 倍
高くなる
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業界にとっての意味

ルール作り、雰囲気作り
この調査を通じ、私たちは違反行為への罰則を廃止することを勧めているわけではなく、
金融業界が抱えている深刻な問題に対処しなければいけないと考えている。人は善悪の
判断を行うことができる。しかし、意図的な不正を行う少数の人への罰則を強化すれば
するほど、正しい行動を取ろうと努力している人に対して、日々の業務でのミスを恐れ
たり、不安を感じさせ、不正な行為に走らせる可能性があるだろう。

私たちは規制当局がポジティブな雰
囲気を作り出せると考えている。例え
ば、規制当局が新たに策定したルール
を説明する際、不正行為を減らすこと
よりも、正しい行動を推奨することに
重点を置き、また正しい行動を取った
企業や個人を事例として紹介すること
が考えられる。

そして、企業内のルールメーカーが、
企業が掲げた目標を支えるルールを識
別し、その効果を強化することができる。
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ネガティブシナリオはポジティブシナリオと比べ、不安レベルの平均スコア
が15％高い。
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均スコアが9％高い。
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従業員を健全な心の状態に導く
同僚と競い合っている従業員は罰則

を避けようと恐れている時よりも、報
酬を主体的に手に入れようと努力する
時の方が倫理的な行動を取る傾向が高
いことが、私たちの調査結果で明らか
になった。これは企業のリーダーや規
制当局が重要視すべき事項である。企
業のリーダーや規制当局は、会社を利
益の観点で積極的な競争をもとに構成
するか、もしくは罰則の観点で消極的
な競争をもとに構成するかを決定する
にあたっての重要な役割を担っている。
これは金融サービスに従事する組織や
人々に大きな影響を与える。リーダー
が競争に関してポジティブに伝えるこ
とで、殺伐とした雰囲気よりも積極的
な企業文化を醸成し、より倫理的な行
動を職員に促すことができるであろう。

リーダーにとって、適切な雰囲気や
企業文化を醸成することが重要な役割
の 1つと認識すべきであろう。

経験は方針より大事である
リーダーや規制当局は、ルールや規

定だけではなく、企業理念や報酬も企
業文化の醸成に影響を与えることを認
識すべきであろう。私たちの調査によ
れば、昇格や賞与に対する人々の考え
方は多岐にわたるため、企業が実際に
示している方針と合わないことが明ら
かになった。

さらに、多くの人々は昇格と賞与が定
量的な達成度合いで決定されるのでは
なく、どのように行動をしているかで決
定されるものであると考えており、競争
に勝つために同僚とは異なる行動を取
る傾向が高いことがわかった。実際、賞
与が自身の行動に基づき決定されると
信じた際には、その行動は約 50％も増
加することが明らかになった。

従って、企業のリーダーが公の場で
良い行動を称賛することで、従業員の
ストレスや不安を取り除き、結果に結
びつく創造的な行動を促すことにつな
がるであろう。

活気ある企業風土は多額のボーナスに
よって醸成されるわけではない
実際、活気ある企業風土を醸成する

ためには、多額のボーナスが必要とは
限らない。むしろ全くそうではない。
活気を感じるためには、ボーナスがお
まけにすぎないという考えを持たなけ
ればいけない。つまり、基本給に対し
て十分だと感じなければならないので
ある。そうしなければ、人々はボーナ
スを給与体系の一部とみなし、それを
当てにしてもらえるかどうかを心配す
るようになってしまう。

しかし、ボーナスは金額が全てでは
ない。勤務先の業績評価基準や報酬に
ついて調査した結果、対象者がネガティ
ブに捉えている場合には、お金は重要
なモチベーションだと答える。この場
合、必要以上のリスクを取り、自分自
身から目をそらし、非倫理的な行動を
取る傾向がある。一方で、評価基準を
ポジティブに捉えている対象者は、お
金に左右される現象はあまり見られな
いことがわかった。代わりに、上司、
同僚、クライアントに良い仕事をした
と認められることでモチベーションが
上がる傾向にある。

これは企業の報酬体系およびコミュ
ニケーション形態だけでなく、採用プ
ロセスにとっても大きな意味を示して
いる。

賞与と昇進を意識すればするほど、より創造的／革新的な行動につながる

行動に基づく賞与

行動に基づく昇進

指標に基づく賞与

指標に基づく昇進

創造的な行動に対する影響
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競争心が高い女性の採用に力を入れる
調査を行っていく中で、採用に関し

ていくつかのことがわかりました。私た
ちの調査により、競争が好きだと主張
した人々は不正行為を起こす可能性が
低く、問題を起こすとは言い難い。競
争は、それ自体は決して悪いことでは
なく、ワクワク感のようなポジティブ
な気持ちや不安のようなネガティブな
気持ちなどの感情を生み出すであろう。
大事なのは競争者の心の状態である。

実は競争心が高い人は、創造的なこ
とを選ぶ傾向がある。そのような傾向は
女性の世界にもあるが、男性は倫理に
反する選択肢を選んでしまう可能性が
高い。これは、男性を中心とする業界
の採用担当者が考慮すべき点であろう。

次のステップ－情報管理とモニタリング
より健全な企業文化を作り出すた

めに、前述した内容を長期にわたるポ
ジティブな行動で裏付けできるだろう
か？あらゆる領域のマネジメントにお
いて、何かの変化を起こす際に、それ
に対して評価が行われる。小さな変化
による効果の積み重ねは進化につなが
るため、私たちは、その働きや効果を
裏付けるデータを確認しなければなら
ない。

新たなデータの獲得
人間の心の状態を測ることは困難で

あるが、それが調査を諦める理由にはな
らない。「Thinking, Fast and Slow」の著
者であるDaniel Kahnemanや「Happiness 
by Design」の著者である Paul Dolan な
どの研究によって、過去5年～ 10年の
間に社会学の分野において大きな進展
が遂げられてきた。より安価で、簡単
かつ信頼性の高い方法で、人々が日常
生活を送っている中でどのように考え
たり、感じたりするかを測定できるよ
うになった。

これにより、そのようなデータを取
得したり報告したりすることができる
ようなマネジメント情報システムを構
築していけるはずである。しかし、従
来のシステムは私たちをあやまった方
向へ誘導しがちである。その原因は、
今までのシステムがリスクマネジメン
トの観点に基づき、悪い出来事の兆候
を検出する機能に着眼して作られてき
たためである。

他業界から学ぶ
金融業界はリスクカルチャーの進化

に注力してきた他の業界から学ぶべき
であろう。例えば、原子力産業、エネ
ルギー業界、化学業界などが挙げられ
る。悪い行動に注目すればする程、他
者を非難する組織文化が醸成され、従
業員がルールに反する行動を取る傾向
にあることを、これらの業界は認識し
ている。ネガティブな指標は、本来、人々
に期待されている本質的な領域以外に
目を向けさせてしまう。結果として、
ネガティブな指標に基づき行動をして
いる限り、期待されている行動を取る
ことができないであろう。

良い行動の兆候
ただルールに従わせるよりも、ルー

ルの背景や根本的な考え方を理解しな
がら行動させるためには、人々を期待
されている行動や達成した際の効果に
注目させる必要がある。それらを促進
するためには、感情も含めて良い行動
とは何かを、より上手に定義しなけれ
ばならない。また、リスク管理システ
ムに関しては、良い行動に対する兆候
を把握・測定・報告・賞賛することを
可能となるように見直すことが求めら
れるであろう。

一方、例えば金融機関のリーダーが、
良い行動や結果を公の場において奨励
することにより、それらの行動はさら
に促進されるであろう。本調査では、
人々に不安や焦りを与えるよりも、前
向きで革新的な行動を促すアプローチ
が最適であると考えている。
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「ただルールに従わせるより
も、ルールの背景や根本的
な考え方を理解しながら行
動させるためには、人々を
期待されている行動に注目
させる必要がある」
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調査方法
本調査は、従業員がどのような時にどのような理由で、
創造的な行為あるいは非倫理的な行為をもって、内部
の競争相手を打ち負かすのか、それを決定づける感情
の役割について調査することを目的としている。

本調査は、英国の 3つの金融機関に勤めている 2,431 名のマネジャー
の協力を得て実施された。これらのマネジャーは、それぞれ保険、個
人向け銀行業務、法人向け銀行業務、資産管理といった領域で活躍し
ている。

なお本調査は、2014 年 11 月および 12 月に、2回のオンラインア
ンケートを対象となる従業員に実施した。
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不正を生まないために

多くの人は、金融業界を取り
巻くリスクや規制に対してネ
ガティブに捉えています。し
かし、それらは企業にとって
成長や信頼を築くための機会
だと、私たちは考えています。

リスクや逆境を乗り越えた企業は、
人々の記憶に残ります。そのような企
業は、クライアントを惹きつける力を
持っています。

PwC は、企業におけるリスクや規制
への対応の見直しについて支援します。
積極的に変化と向き合うことは、企業
の評価を高め、長期的に安定した成長
を促し、継続した利益をもたらし、さ
らには顧客に対して価値を提供する強
力なアプローチとなりえます。

今後、企業が潜在的な問題に対して、
ただ消極的に捉えるのではなく、既述
のとおり、積極的に向き合うことがで
きるよう、鍵となる以下 4分野につい
て私たちは支援します。

    

   

 

企業がさらされる
金融および規制関
連のリスク認識を
高めることにより、
企業が抱える問題
点を洗い出し、規
制への準拠に向け
た支援を行います。
結果として、リス
クや規制への対応
が、他社との差別
化要因となります。

組織文化変革に向
けて、ビジネスや
組織活動を適応さ
せることは、企業
の将来的な利益に
つながると言える
でしょう。クライ
アントや従業員に
正しいことを行う
ことにより、企業
ビジネスの変革を
持続させることが
期待できます。
私たちは、変革に
必要なナレッジや
ツールを提供する
ことにより、企業
が直面する不確実
な状況をチャンス
に変える支援を提
供します。

いかに優れたプロ
セスや製品であっ
ても、必ずしも良
い結果を生み出す
とは限りません。
その際、私たちは
企業の迅速な復旧
活動を支援し、企
業の社会的信用を
さらに高めること
に貢献します。

技術的な問題、オ
ペレーションの失
敗、サイバー攻撃
といった危機に備
えることは、企業
の事業を守るため
に重要なポイント
です。
私たちは、事業の
復旧、信頼性、そ
して有効性を確保
できるよう、シス
テムやプロセスの
設計・導入を支援
します。

認識 適応 復旧 保護

1 2 3 4

PwC は、企業の現状課題とゴールの
明確化を支援し、さらには、クライア
ント、規制当局、従業員、その他ステー
クホルダーに受け入れられるような、
透明性が高く説得力のあるビジネス戦
略の構築を支援します。

私たちの有する経験やスキル、専門知
識を活用することで、不正を生まない組
織文化を醸成できるでしょう。
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（London Business School, 博士課程）

ロンドンビジネススクールの組織行動
論の博士課程に在籍、競争に直面する際
の感情の働き、およびそれらの感情が人々
の競争行動にどのような影響を与えるの
か研究している。
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お問い合わせ先
PwC あらた監査法人

リスク・アシュアランス　システム・プロセス・アシュアランス

宮村 和谷
パートナー
080-3445-1982
kazu.miyamura@jp.pwc.com

辻 信行
ディレクター
080-3445-2034
nobuyuki.tsuji@jp.pwc.com

田中 大介
シニアマネージャー
080-4122-9281
daisuke.d.tanaka@jp.pwc.com

関 達也
シニアアソシエイト
080-3246-4627
tatsuya.seki@jp.pwc.com
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